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概　要

　本研究の目的は、山陰地方に立地する地域未来牽引企業（㈱さんれいフー

ズ）のビジネスモデルや取引関係の考察を通して、地域未来牽引企業が有する

取引構造や「地域経済を牽引する力（地域経済牽引力）」の実態を明らかにす

ることである。その際に、地域未来牽引企業のコネクター（域外への販売）機

能とハブ（域内からの仕入れ）機能に着目した。分析の結果、㈱さんれいフー

ズは、コネクター度・域外から稼ぐ力は強い一方で、ハブ度・域内からの仕入

れの度合いは相対的に弱いことが明らかになった。これは、㈱さんれいフーズ

の経営戦略やビジネスモデルに基づいて形成される取引構造によって影響を受

けているからである。
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１．はじめに

　日本政府は、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定（2014年）以降、地

方の人口減少と地域経済の縮小を克服するための成長戦略（ローカル・アベノ
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ミクス）を推し進めている。2017年７月には、その流れを加速させるものとし

て、「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律」

（地域未来投資促進法）を策定した。この法律は、「企業立地促進法」（2007年）

に代わる新たな地域産業振興政策であり、地域の特性を生かした成長性の高い

分野（①医療機器、航空機、バイオ・新素材産業等の成長ものづくり、②農林

水産・地域商社、③第４次産業革命関連（IoT、AI、ビッグデータ等）、④観

光・スポーツ・文化・まちづくり、⑤環境・エネルギー、⑥ヘルスケア・教育

サービス、等）への集中的な支援を行うものである。

　また、この施策のひとつの特徴は、地域経済の活性化のための経済主体とし

て「地域未来牽引企業」を政策の中軸に位置付けていることである。「地域未

来牽引企業」とは、地域内外の取引実態、雇用や売上高などを基に、地域経済

への影響力が大きく、成長性が見込まれ、地域経済のバリューチェーンの中心

的な担い手である、又は担い手となりうる企業のことを指す。現在、2017年に

2,148社、2018年に1,543社が地域未来牽引企業として選定され、地域活性化を

導く経済主体として期待されている。

　しかしながら、全国的に地域未来企業が選出され、これらの企業への政策

的支援が進められている中にあって、地域未来牽引企業が有する「地域経済

を牽引する力（地域経済牽引力）」が、実際のところ、いかなる力であり、地

域経済にどのような好影響を与えているのか等については十分に解明されて

いない。特に、地域未来牽引企業が有する取引構造（又は取引関係）やネット

ワーク、それらが地域経済に与える経済効果などについての研究上の進展が

必要である。この点に関して近年では、RESAS（Regional Economy Society 

Analyzing System：経済産業省・内閣官房「まち・ひと・しごと創生本部事

務局」提供）1やLEDIX（Local Economy Driver Index：帝国データバンク提

供）2等のビッグデータ活用型の地域経済分析システムが取引構造の見える化や

地域経済への経済波及効果等について研究を進めているが、社会科学や地域経

1 RESAS（https://resas.go.jp/）。
2 LEDIX（https://ledix.jp/）。
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済学の視点でこういった論点にアプローチした研究はあまり見られない。

　本研究では、以上のような問題意識を念頭に置きつつ、第一に、山陰地方に

おける地域未来牽引企業を題材にして、そのビジネスモデルや取引関係の在り

方についての分析を行う。その際、地域未来牽引企業の経営戦略・ビジネスモ

デルやそれを基にした取引関係を総合した「取引構造」という視点を重視す

る。第二に、地域未来牽引企業のコネクター（域外への販売）機能やハブ（域

内からの仕入れ）機能に注目しつつ、「地域経済を牽引する力（地域経済牽引

力）」の実態について考察する。特に地域未来牽引企業が、①域内外の企業と

どのような取引関係を結んでいるのか、②域内の企業にどのような影響を与え

ているのか、という点に焦点をあてる。なお、本研究では地域未来牽引企業の

取引構造を分析するために、山陰地方に立地する地域未来牽引企業「（株）さ

んれいフーズ（飲食料品卸売業）」へのヒアリング調査を行った3。

2．地域未来投資促進法と地域未来牽引企業

2．１　地域未来投資促進法の狙い

　日本政府は、2017年７月に「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展

の基盤強化に関する法律」（地域未来投資促進法）を策定した。これは、2007

年に制定された「企業立地促進法」に代わる地域産業振興政策の中核的な法律

である。その狙いは、「地方創生」政策の成長戦略として、地域の特性を生か

した高い付加価値を生み出すことができ、地域の事業者に経済的波及効果をも

たらす「地域経済牽引事業」を創造することにある。また、法的な支援措置の

対象を、製造業以外の産業にも拡大することも狙いのひとつである。

「地域経済牽引事業」では、地域特性を生かした６つの成長分野が想定されて

いる。それらは、①医療機器、航空機、バイオ・新素材産業等の成長ものづく

り、②農林水産・地域商社、③第４次産業革命関連（IoT、AI、ビッグデータ

等）、④観光・スポーツ・文化・まちづくり、⑤環境・エネルギー、⑥ヘルス
3 2019年12月６日実施。
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ケア・教育サービス、等である4。また日本政府は、各成長分野における「地域

未来牽引企業」5の存在や役割を重視している。

2．2　地域未来牽引企業とは何か

　地域未来牽引企業とは、地域経済への影響力やリーダシップが大きくかつ成

長性が見込まれ、地域経済のバリューチェーンの中心的担い手となりうる企業

のことである。この企業は、コネクターハブ企業とも言われ、域内において取

引関係の中心になるハブ機能と域外との取引を生み出すコネクター機能を有

し、この２つの機能を通じて、地域の経済活動を活性化させることが期待され

ている。換言すると、地域未来牽引企業とは、域外から稼ぐ力（域内へ経済的

富を獲得する力）と、域内企業から多くの仕入れを行う力（域内で経済的富を

分配する力）をもつ企業である。この２つの力により、地域未来牽引企業は地

域経済の成長を促進する「地域経済を牽引する力（地域経済牽引力）」をもつ

とされている。

　地域未来牽引企業の具体像については、日本国内で約2.5万社存在する資本

金１～10億円規模の企業が主に想定されている。この階層の企業は、日本国内

の全企業のうち、売上高シェアで17.8％、従業員シェアで15.9％を占める。

また、資本金１千万円未満、資本金１千万円以上～１億円未満、資本金10億

円以上などの企業群よりも１企業当たりの売上高や１企業当たりの設備投資

額などの伸び率が高いという特徴がある。図１をみると、2008～2015年まで

の１企業当たりの売上高伸び率は25.4％となっており、資本金１千万円未満

層（－5.7％）、１千万円～１億円層（2.1％）、10億円以上層（0.8％）よりも高く

なっている。また、１企業当たりの設備投資額伸び率を示した図２によると、

資本金１千万円未満層（28.0％）、１千万円～１億円層（93.5％）、10億円以上層

（51.7％）よりも資本金１～10億円の企業の伸び率（97.9％）は高くなっている6。

4 関東産業局（2017）「経済産業省の地域経済産業施策について」。
5 地域未来牽引企業の他、地域経済牽引企業、地域中核企業などと呼ばれる場合がある。
6 注４に同じ。
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出所：関東産業局（2017）「経済産業省の地域経済産業施策について」。

図１　１企業当たりの売上高伸び率（2008～2015年）

出所：関東産業局（2017）「経済産業省の地域経済産業施策について」。

図2　１企業当たりの設備投資額伸び率（2008～2015年）

　このように、地域未来投資促進法や地域未来牽引事業においては、資本金１

～10億円規模の企業の成長環境を整えていくことが重視されている。また地域

未来牽引企業の選定については、①高い付加価値を創出している企業を企業

情報データベースから抽出する場合、②地域経済への今後の貢献が期待される

企業を自治体・商工団体・金融機関などが推薦する場合、の２つのパターンが

ある7。現在では、2017年に2,148社、2018年に1,543社が地域未来牽引企業とし

て選出されている。ちなみに、こういった資本金１～10億円層の企業を地域未

来牽引企業として選出し、政策的支援を集中的に行うことについては、支援 

対象企業の「選択と集中」に繋がるという批判も存在することを忘れては 

7 地域未来牽引企業がどちらの基準によって選出されたのかは、非公表となっている。
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ならない8。

2．3　地域未来牽引企業や「地域経済牽引力」に関連する先行研究

　前述したように、地域未来牽引企業は、地域経済への影響力やリーダーシッ

プが大きく、企業自身の成長性が見込まれ、地域経済のバリューチェーンの中

心的担い手となりうる企業のことだが、地域経済を牽引する企業の機能や役割

に関する研究として、次の３つの議論が参考になるだろう。まず、「需要搬入

企業」論である。これは、最終製品のための生産活動への需要を域内に持ち込

む企業について論じており、外貨獲得機能（コネクター機能）にも関連する議

論である9。次に、「リンケージ企業」論である。これは需給のコーディネート、

取引のガバナンスやニーズ・シーズマッチングなどの機能を担う企業について

論じており、地域の経済連関機能（ハブ機能）に繋がる議論である10。これら

２つは外貨獲得機能と経済連関機能について分析したものであり、地域未来牽

引企業の「地域経済牽引力」を検討する際に参考となる研究である。

　最後に、「コネクターハブ企業」論である。これは地域や業種区分の中で取

引が集中する度合いと、地域や業種を超えた取引を行っている度合いがともに

高い企業についての研究である11。『2014年版中小企業白書』（中小企業庁）で

は、域内の取引関係の中心となるハブ機能をもち、かつ域外との取引の結節点

となるコネクター機能を有する企業を、コネクターハブ企業と呼んでいる。本

研究が対象とする地域未来牽引企業とはコネクターハブ企業のことであり、コ

ネクターハブ企業論は本研究にとって重要な先行研究となっている。しかしな

がら、この研究では、コネクターハブ企業が地域経済にどのような影響を与え

ているのか、地域経済を牽引できているのかどうかについては、未解明な部分

8 佐田珠実（2017）「企業誘致競争の失敗と「地域未来投資」新法 ：「稼ぐ力」のある牽引事
業者が伸びれば地域は潤うのか」『議会と自治体』第235号。

9 伊丹敬之（1998）「産業集積の意義と論理」『産業集積の本質―柔軟な分業・集積の条件』、
有斐閣。

10 高岡美佳（1998）「産業集積とマーケット」『産業集積の本質―柔軟な分業・集積の条件』、
有斐閣。

11 中小企業庁（2014）『2014年版中小企業白書』。
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が多いと思われる。

　また、「地域経済を牽引する力（地域経済牽引力）」については、社会科学以

外の分野からも研究が進められている。例えば、地域未来牽引企業の強み及び

取引状況を分析したLEDIX（Local Economy Driver Index：帝国データバン

ク提供）はその代表例である。LEDIXでは、表１のように、「地域経済牽引力」

を６つの指標（「利益貢献度（過去３か年の営業利益の平均値）」、「雇用貢献度

（過去３か年の従業員数の平均値）」、「コネクター度（本社所在地（各都道府県）

の域外販売額に占めるシェア）」、「ハブ度（本社所在地（各都道府県）の域内

仕入額に占めるシェア）」、「利益成長性（過去３か年の営業利益の幾何平均増

加率）」、「雇用成長性（過去３か年の従業員数の幾何平均増加率）」）を用いて

定量化・可視化（見える化）している12。これらの指標が実際のところ、どれ

くらいの経済的波及効果を地域経済にもたらしているのかについては今後検討

しなければならないが、「地域経済牽引力」を数値化・指標化し、可視化する

「データビジュアライゼーション」の意義は大いにあるといえるだろう。「地域

経済牽引力」をエビデンスドベースで適切に評価することができれば、利用可

能な経済的リソースが限られている日本経済において、効果的な地域経済政策

の立案や運営に貢献できるからである。

表１　地域経済牽引力を測る指標の例（経済産業省）
指　標 定　義 算出式

1 利益貢献度 過去３か年の営業利益の平均値
（２年前の営業利益＋１年前の営業利益
＋最新期の営業利益）/３

2 雇用貢献度 過去３か年の従業員数の平均値
（２年前の従業員数＋１年前の従業員数
＋最新期の従業員数）/３

3 コネクター度
本社所在地（各都道府県）の域外販
売額に占めるシェア

自社の域外販売額/域内企業の全域外販売額

4 ハブ度
本社所在地（各都道府県）の域内仕
入額に占めるシェア

自社の域内仕入額/域内企業の全域内仕入額

5 利益成長性
過去３か年の営業利益の幾何平均増
加率

√（２年前の営業利益）/（１年前の営業利益）
×√（１年前の営業利益）/（最新期の営業利益）

6 雇用成長性
過去３か年の従業員数の幾何平均増
加率

√（２年前の従業員数）/（１年前の従業員数）
×√（１年前の従業員数）/（最新期の従業員数)

出所：帝国データバンク（2018）『ビッグデータで選ぶ地域を支える企業』、日経ＢＰ社。

12 帝国データバンク（2018）『ビッグデータで選ぶ　地域を支える企業』、日経BP社。
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　このように、RESASやLEDIXのようなビッグデータ解析に基づく地域経済

分析システムの開発が進められているにも関わらず、地域未来牽引企業の「取

引構造」や「地域経済牽引力」等の論点について、社会科学や地域経済学の視

点から接近している研究はあまり存在しない。したがって、RESASやLEDIX

等の地域経済分析システムに対する社会科学的・地域経済学的な評価は不明瞭

のままである。今後、これらの地域経済分析システムに対する地域経済学的な

評価を付与するためにも、地域未来牽引企業の取引構造や「地域経済牽引力」

などに関する研究の進展が望まれる。その際、地域未来牽引企業の取引関係や

取引ネットワークを企業の経営戦略やビジネスモデルと総合し、地域未来牽引

企業の「取引構造」として把握することが重要である13。経営戦略やビジネス

モデルの分析については、ビッグデータ解析だけでなく、経済学や経営学等の

社会科学的な動態分析が必要となるからである。企業の取引ネットワーク・取

引関係の在り方は、経営戦略・ビジネスモデルによって常に変化するため、そ

れらを経営戦略やビジネスモデルと総合した視点（「取引構造」）から分析する

ことが求められている。

3．地域未来牽引企業の事例分析―㈱さんれいフーズ

3．１　山陰酸素グループと食品事業関連企業

　株式会社さんれいフーズ（以下、㈱さんれいフーズと略す）は、山陰酸素グ

ループの食品事業部門に属する企業である。山陰酸素グループ（以下、山陰酸

素Gと略す）とは、鳥取県・島根県を主な拠点として、産業と生活に密着した

製品とサービスを提供する異業種の企業グループである。山陰酸素Gは2018年

時点で、エネルギー事業、自動車事業、食品事業に関わる12社２組合で構成さ

れ、総従業員数は約1,700名の規模を誇っている14。エネルギー事業は山陰酸素

13 注12に同じ。例えば、地域未来牽引企業の取引構造を、「地域クラスター活用型」、「地域
クラスター構築型」、「全国ネットワーク開拓型」等に類型化している。

14 遠藤彰（2018）『鳥取の注目15社―“強小パワー”で鳥取の未来を切り開く！』ダイヤモ
ンド社。

藤本晴久64



工業株式会社のほか３社２組合、自動車事業は島根日産自動車株式会社のほか

２社、食品事業は㈱さんれいフーズほか４社、で構成されている。また山陰酸

素Gの日本国内の事業活動地域は、山陰地方（鳥取県・島根県）の全域及び山

口県・岡山県・兵庫県の一部である。海外では中国、韓国、インドネシア、ベ

トナム等でも事業を展開している。

　地域未来牽引企業に選定されている山陰酸素G内の企業は、山陰酸素工業株

式会社（2017年度選定）、㈱さんれいフーズ（2017年度選定）、久米桜麦酒株式

会社（2017年度選定）、㈱さんれい製造（2018年度選定）である。山陰酸素Ｇ

内で４つの地域未来牽引企業が選ばれていることからも、山陰酸素Gは山陰地

方の地域経済や地域社会に大きな影響を与えている企業グループであるといえ

るだろう。

　図３は、山陰酸素Gの売上高（2014～2018年度）の推移を示したものであ

る。近年の山陰酸素G全体の売上高は、737億円（2014年度）から762億円（2018

年度）に増加している。また、2018年度の部門別売上高は、エネルギー事業部

門が201億円、自動車事業部門が174億円、食品事業部門が387億円となってお

り、食品事業部門の比率はグループ全体の５割を超える水準で推移している。

近年の食品事業部門比率は微減しているが、依然として、食品事業は山陰酸素

Gの中核的な事業である。

出所:山陰酸素グループ資料より作成｡

図3　山陰酸素グループ売上高の推移（2014～2018年度）

　山陰酸素Gの食品事業部門企業は、㈱さんれいフーズ、㈱さんれい製造、島

根さんれい株式会社、㈱マルテSF、久米桜麦酒株式会社の５社である。㈱さ
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んれいフーズ（鳥取県米子市、1995年設立）の主な事業は「冷凍食品及び業務

用総合食品の販売」であり、2017年度売上高は約244億円となっている。㈱さ

んれい製造（島根県安来市、1987年設立）の主な事業は、「冷凍食品の製造及

び農水産加工」であり、2017年度売上高は約100億円である。島根さんれい株

式会社（島根県浜田市、1999年設立）の主な事業は「冷凍食品及び業務用総

合食品の販売」となっており、2017年度売上高は約43億である。（株）マルテ

SF（鳥取県鳥取市、2007年設立）の主な事業は、「弁当・寿司・惣菜等の製造

販売」であり、2017年度売上高は約９億円である。久米桜麦酒株式会社（鳥取

県伯耆町、1996年設立）の主な事業は「ビール製造販売、レストラン経営」

となっている15。また、㈱さんれい製造、島根さんれい株式会社、㈱マルテSF

は、㈱さんれいフーズの子会社である。

表2　㈱さんれいフーズ・山陰酸素グループ食品関連企業の沿革
1972年 株式会社山陰冷食（前身）の設立

山陰酸素工業の液体窒素冷凍部門が独立

1973年 松江営業所開設

安来工場建設

調理冷凍食品製造の開始

1987年 生産部門を分離して、株式会社さんれい製造設立

さんれい境港工場建設

1995年 旧株式会社山陰冷食と旧株式会社クメザワは合併し、株式会社さんれいフーズとなる

1996年 久米桜麦酒株式会社設立

1999年 島根さんれい株式会社設立

2002年 年商200億円達成

2004年 広域販売及び海外原料取引部門を(株)さんれい製造に移管し、製販一体の新体制スタート

2007年 鳥取市に(株)マルテSFを設立

出所：㈱さんれいフーズHP（http://www.sanrei-foods.co.jp/）より作成。

　表２は、㈱さんれいフーズ・山陰酸素Ｇの食品関連企業の沿革を表したもの

である。㈱さんれいフーズの前身は、山陰酸素工業の液体窒素冷凍部門が独立

してできた㈱山陰冷食であり、1987年に、そこから生産部門を分離して、㈱さ

んれい製造が設立された。その後、1995年に株式会社山陰冷食と旧株式会社ク

メザワが合併して、㈱さんれいフーズとなった。そして、1996年に久米桜麦酒

株式会社、1999年に島根さんれい株式会社、2007年に㈱マルテSF等が設立さ
15 各企業の情報は、山陰政経研究所『山陰企業年鑑　各年版』を参照。
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れ、現在の山陰酸素Gの食品事業部門の組織体制が確立することになる。こう

して、㈱さんれいフーズを中心として食品事業部門内での役割が分担され、関

連企業間でのシナジー効果を発揮できるような体制が追及されている。

3．2　㈱さんれいフーズのビジネスモデル

　㈱さんれいフーズの主な事業は「冷凍食品及び業務用総合食品の販売」であ

り、この分野では山陰地方最大級の事業規模となっている。資本金は１億600

万円、従業員数は265名（2019年３月）であり、売上高は237億（2018年度単独）

である16。2018年度の山陰酸素G食品事業部門の売上高は387億円であることか

ら、㈱さんれいフーズの2018年度売上高237億円は食品事業部門の６割以上を

占めていることになり、㈱さんれいフーズは山陰酸素G食品事業の中核企業と

なっている17。
図４　㈱さんれいフーズのビジネスモデル

出所：ヒアリング及び㈱さんれいフーズ配布資料より作成。

図4　㈱さんれいフーズのビジネスモデル

　図４は、㈱さんれいフーズのビジネスモデルを示したものである。㈱さんれ

いフーズのビジネスモデルの柱は「地域事業」と「広域事業」である。地域事

業は、全国のメーカー（業務用食材メーカー）や商社から商品・食材アイテム

を仕入れ、山陰両県の約6,800店に対して、外食・中食・給食向けの約20,000

～30,000のアイテムを供給する事業（地域の食材卸売事業）である。また㈱さ

んれいフーズは市販用食材を取り扱っておらず、業務用食材に限定した卸売業

16 山陰政経研究所（2019）『山陰企業年鑑　2020年版』。
17 注16に同じ。
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者であり、地域密着型のルート営業をその特徴としている18。

　主な取扱商品は、表３にあるように、外食・中食、病院・学校の給食向けの

業務用食材、洗剤・固形燃料等の厨房関連商品や厨房衛生用品などだが、生鮮

品以外を除くほぼ全ての商品・食材アイテムを取り扱っている19。いわば、山

陰地方の食品・食材関連の総合商社であるということができる。また2017年度

の売上高244億円のうち、地域事業は約140億円（約59％）を占めているが、約

半分は２次卸へ、残りの半分は各個店に販売されている20。

表3　㈱さんれいフーズの主な取扱商品
水産品 海老・カニ、冷凍魚、塩干品、寿司材料、刺身材料、鍋物商材等

農産品 冷凍野菜、冷凍果実、農産缶詰、レトルト等

畜産品
牛肉、豚肉、鶏肉、ハム・ソーセージ、自社畜肉加工品、チーズ・バター、
牛肉、豚肉、鶏肉等

冷凍調理品 冷凍加工品、メーカー品（味の素、日本水産、ニチレイ等ＮＢ）、ＰＢ品

一般食品
米、ドライ商品、惣菜商品、コーヒー・紅茶、砂糖、フレッシュ、
小麦粉、食油、醤油等調味料、漬物、佃煮等

自社工場品
(さんれい製品) 

コロッケ、ハンバーグ、メンチカツ、カニ加工品、魚干物、漬魚等

飲料・酒類 ビール、ワイン、みりん、酒類、ジュース等

厨房関連商品 洗剤、ラップ・ホイル、固形燃料等

出所：㈱さんれいフーズ（http://www.sanrei-foods.co.jp/）、ヒアリング資料より作成。

　㈱さんれいフーズのビジネスモデルのもうひとつの柱が広域事業である（図

４）。広域事業とは、全国・海外の市場や問屋（卸）・量販店に向けて、自社

製品を販売する事業（自社製品の全国販売事業）のことである。主な取扱商品

は、山陰の特産品（紅ズワイガニ等）を原料とした冷凍調理食品、水産加工品

（業務用カニ加工品、業務用冷凍加工食品ほか）である。これらは主に島根県

安来市と東京都にある営業所から、自社ブランド製品として全国・海外へ販売

されている。例えば、カニむき身は全国の回転ずしチェーンへ、カニクリーム

コロッケは全国の量販店やファミリーレストランのチェーン等へ出荷されてい

る。広域事業の2017年度売上高約100億のうち、約６割がカニ（半製品・加工

18 ヒアリングより。
19 ヒアリング配布資料より。
20 注18に同じ。
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品）となっており、約４割が調理品である21。近年では米国やASEANへ冷凍食

品（カニクリームコロッケ等）を販売している。2016年春からシンガポールに

冷凍カニクリームコロッケの輸出を始めているが22、これは現地の食品展示会

に出展したところ大きな反響があったためである。2017年度には約１億円程度

の売上を計上している23。

　図５は、㈱さんれいフーズの売上高と経常利益の推移（2013～2017年度）を

示したものである。これを見ると、経常利益については、2013年度の約2.3億

円から若干減少がみられるものの、2013～2017年度の売上高は堅調に増加して

いることがわかる。2013年度の売上高は、229億円だったが、2017年度には244

億円に増えている。また、2013～2017年度の事業別売上高の推移（地域販売、

広域販売、その他）を表したものが図６である。地域販売は地域事業、広域販

売とその他は広域事業を指している。2013～2017年度の売上高のうち、約60％

が「地域事業」、残りの約40％を「広域事業・その他」が占めており、近年で

は、広域事業が増加基調にある。

出所：㈱さんれいフーズ「企業レポート(2018）」及びヒアリングより作成。

図5　㈱さんれいフーズの売上高と経常利益の推移（2013～2017年度）

21 注18に同じ。
22 日本経済新聞「冷凍コロッケ、東南販促」2016年６月10日付。
23 注18に同じ。
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出所：㈱さんれいフーズ「企業レポート(2018）」及びヒアリングより作成。

図6　㈱さんれいフーズの事業別売上高の推移（2013～2017年度）

　㈱さんれいフーズは近年、人口減少・少子高齢化による外食・中食産業等の

環境の変化に対応して、多くの商品・食材アイテムを幅広く取扱う事業展開か

ら、取扱アイテムをより集約化・合理化する方向に経営戦略を変化させてきて

いる24。今後、㈱さんれいフーズがどのような経営戦略を模索していくのか、

それによってビジネスモデルがどのように変化するか、等を注視していく必要

があるだろう。

4．㈱さんれいフーズの取引構造と「地域経済牽引力」

4．１「物の流れ」からみた地域事業の取引関係

　前述したように、㈱さんれいフーズのビジネスモデルのひとつの柱は、地域

事業（食材の地域卸売事業）である。全国のメーカーや商社から商品・食材ア

イテムを仕入れ、山陰両県の約6,800店に対して、外食・中食・給食向けの約

20,000～30,000アイテムを、供給している。ここで問題なのは、山陰地域内外

の取引先と㈱さんれいフーズがどのような取引関係を構築しているのかという

点である。

　図７は、㈱さんれいフーズの地域事業の取引関係を「物の流れ」（物流）の

視点から描いたものである。これをみると、仕入れ先は味の素冷凍食品、ノー

スイ、伊藤ハム、キューピー、東亜商事、日本水産、カゴメ等の全国のメー
24 注18に同じ。
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カーや商社となっており、仕入れた商品・食材アイテムを山陰地方の小売・

スーパーや外食・中食・給食等へ販売していることがわかる。仕入れた商品・

食材アイテムの約半分は２次卸へ、残りの半分は各個店に販売されている。ま

た、山陰地方の販売先への商品・食材アイテム供給は、（株）さんれいフーズ

だけでなく、グループ企業の島根さんれい株式会社も行っており、両社は相互

に仕入れと販売について役割を分担している。

出所：山陰政経研究所『山陰企業年鑑　各年版』及びヒアリングにより作成。

図7　「物の流れ」からみた地域事業の取引関係

　ここで注目すべきは、域内（山陰地方）からの商品・食材アイテム調達の在

り方である。図７を見ると、㈱さんれいフーズの仕入れ先は、全国のメーカー

や商社となっており、域内（山陰地方）からの商品・食材アイテム調達はほと

んどない25。つまり、㈱さんれいフーズの地域事業（食材の地域卸売事業）は、

販売先として域内企業（主に、２次卸売や各個店）と取引関係をもつが、域内

企業とは仕入れ面での取引関係を構築していない。この取引関係を、「地域経

済牽引力」との関係で考えると、㈱さんれいフーズの地域事業部門のハブ度は

それほど高くないと推察することができる。

4．2　「物の流れ」からみた広域事業の取引関係

　㈱さんれいフーズのビジネスモデルのもうひとつの柱は、広域事業（自社製

品の全国販売）である。図８は、㈱さんれいフーズの広域事業の取引関係を

「物の流れ」（物流）の視点から描いたものである。自社製品を全国・海外の市
25 注18に同じ。
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場や問屋（卸）・量販店に向けて、主に島根県安来市と東京都の営業所から販

売しているが、「物の流れ」から広域事業を見た場合、次の３点に注意する必

要がある。

図8　「物の流れ」からみた広域事業の取引関係

　第１に、㈱さんれいフーズの自社販売は主に、子会社のさんれい製造株式会

社で製造された商品・食材アイテムを利用して行われていることである。株式

会社さんれい製造は1987年に、株式会社山陰冷食の生産部門が分離して設立さ

れた会社であり、㈱さんれいフーズの100％子会社だが、さんれい製造の製品

はすべて㈱さんれいフーズ向けに出荷される。そして、㈱さんれいフーズは、

その商品・食材アイテム（例えば、カニクリームコロッケ等の冷凍調理食品）

を自社製品ブランド（さんれいフーズブランド）として全国の食材問屋、スー

パーや量販店等へ販売しているのである。

　第２に、さんれい製造株式会社の仕入れや製造に関する取引関係（原料調

達、製品加工）は、国内外に及んでいることである。例えば、さんれい製造株

式会社の原料調達は、アラスカ、ロシア、カナダ等で、製品加工は海外協力工

場（中国・韓国・インドネシア・ベトナム等）で行われている。これは、消

費者ニーズに合致した商品・食材アイテムを販売するために、高品質製品・半

製品を低コストで安定供給できる体制（サプライチェーン）を整えるためであ

る。さらに近年では、カニ資源の減少に対応して、カニ原料を代替できるよう

な新しい素材を狙って海外での原料調達活動を積極化させる動きも見せてい
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る26。

　第３に、広域事業においても、㈱さんれいフーズやさんれい製造株式会社の

域内（山陰地方）企業からの仕入れは多くないということである。㈱さんれい

フーズは、地域事業でみたように、仕入れ面での域内企業との取引関係はほと

んどない。さんれい製造株式会社についても、境港水産物取引清算株式会社か

らの仕入れはあるが、それほど多くはない27。したがって、この取引関係を「地

域経済牽引力」との関係で考えると、地域事業と同様に、㈱さんれいフーズの

広域事業部門のハブ度は強くないと思われる。但し、さんれい製造株式会社

が、境港水産物取引清算株式会社から一定の仕入れを行っているように、㈱さ

んれいフーズの他の子会社（島根さんれい株式会社、㈱マルテSF）や山陰酸

素G内の食品関連企業（久米桜麦酒株式会社）が域内から仕入れを行っている

ことが考えられるため、今後、山陰酸素G食品部門全体のハブ機能やハブ度を

検証する必要があるだろう。

4．3　取引構造と「地域経済牽引力」の特徴

　図９は、㈱さんれいフーズの地域事業（地域の食材卸売事業：図７）と広域

販売（自社ブランドの全国販売事業：図８）をまとめたものである。この図

は、単に企業間の取引関係を表しているのではなく、㈱さんれいフーズの経

営戦略やビジネスモデルの動向に規定された「取引構造」として理解すること

が必要である。特に、カニ関連製品の広域事業にみられる「原料調達～半加

工・製造～販売」のプロセスがそれをよく表している。一商品当たりの価格が

低いフードビジネスにおいて、高品質製品・半製品を低コストで安定供給でき

るサプライチェーンを構築することは極めて重要であり、㈱さんれいフーズが

製造部門を分離してさんれい製造株式会社を設立したことや、世界的なサプラ

イチェーン網を構築する経済的意味はここにあるといえる。また今後、人口減

少・少子高齢化や外食・中食産業の環境変化の中で、例えば、経営戦略として

26 注18に同じ。
27 注18に同じ。
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高齢者食品卸の重点化を模索すれば、現在の取引構造が大きく変化することも

考えられる。地域未来牽引企業の取引関係を、単なる取引ネットワークとして

捉えるのではなく、経営戦略やビジネスモデルと総合した「取引構造」として

理解することは、「地域経済牽引力」を検討する際に必要不可欠な視点である

のではないだろうか。

図９　「物の流れ」からみた地域事業及び広域事業の取引関係

　最後に、㈱さんれいフーズの「地域経済牽引力」について立ち返ると、現状

の取引構造から想定されるハブ（域内の仕入れ）度は強いとは言えないだろ

う。地域事業、広域事業のどちらの事業においても、山陰域内からの仕入れ

はほとんどないからである。その意味では、さんれいフーズの「地域経済牽引

力」は弱いと言わざるを得ない28。しかしながら、㈱さんれいフーズは、近年

では地域との連携活動を強化する方針を打ち出しているため、山陰域内からの

仕入れや域内企業との取引が今後増加することも考えられる29。

　他方で、㈱さんれいフーズのコネクター（域外への販売）度については、図

６の売上高の推移にあるように、その業績は順調に伸長しており、域外から多

くの経済的富を山陰域内にもたらしている。㈱さんれいフーズのコネクター

28 例えば、LEDIX内の指標でも、東亜青果株式会社（飲食料品卸売業、鳥取県米子市）と比
較すると、ハブ度は相対的に低くなっている。

29 近年では、「とっとり共生の里」という、農村と企業が連携をして、地域活性化につなげ
る取り組みも行っている（ヒアリング時配布資料より）。
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度、いわゆる「稼ぐ力」は強いものがあるといえるのではないだろうか30。さ

らに、㈱さんれいフーズは山陰酸素G食品事業売上高の６割以上を占めてお

り、食品事業の中核企業であることから、コネクター度の強さは、子会社やそ

の関連企業の取引にも影響を与えることは容易に推察できる。その意味で、㈱

さんれいフーズが地域未来牽引企業として、リーダシップが大きくかつ成長性

が見込まれ、地域経済のバリューチェーンの中心的担い手となりうる企業であ

ることは間違いないと思われる。今後は、㈱さんれいフーズが地域経済にどの

ような経済効果をもたらしているのか、山陰酸素G食品事業部門全体の動向を

より詳細に分析する必要があるだろう。

5．おわりに

　本研究では、地域未来牽引企業の経営戦略・ビジネスモデルや取引関係に注

目しつつ、㈱さんれいフーズの「物の流れ」（物流）からみた取引構造を分析

した。その結果、コネクター（域外への販売）度に比べて、ハブ（域内からの

仕入れ）度は相対的に弱いことが明らかになった。「仕入れ」において山陰域

内企業との関係がほとんどないからである。したがって、㈱さんれいフーズ単

体の取引で見れば、山陰地方の諸企業に対する経済的波及効果は限定的である

と思われる。

　しかし、ここで注意しなければならないのは、㈱さんれいフーズのハブ度の

弱さは、あくまで企業（㈱さんれいフーズ）単体で考察した場合であって、山

陰酸素G食品事業部門全体で見た場合は、必ずしも同じような結果が導かれる

とは限らない点である。なぜなら、㈱さんれいフーズのコネクター度は強いか

らである。今後は、「地域経済牽引力」の概念やその測定方法などと併せて、

ハブ度・コネクター度についてより詳しく検討していく必要があるだろう。

　また今回の研究では、取引構造を「物の流れ」（物流）の視点のみで考察し

30 例えば、LEDIX内の指標でも、東亜青果株式会社（飲食料品卸売業、鳥取県米子市）と比
較すると、コネクター度は相対的に高くなっている。
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ているという弱点もある。物流からの取引関係の考察は、取引構造の可視化

（見える化）を容易にする一方で、取引関係・取引ネットワークの強弱につい

ては表しにくいという問題がある。したがって、今後の研究では取引構造を

「物の流れ」（物流）＋「お金の流れ」（商流）の２つの視点から考察する必要

がある。そうすることで、「経済的漏出」や「地域内経済循環」といった地域

経済学上の論点も深められるだろう。さらに、地域未来牽引企業の取引構造研

究を今後進展させるためには、業種・規模・地域が異なる、より多様な地域未

来牽引企業の事例を分析することが重要であると思われる。
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